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厚生労働省の「人材開発支援助成金」について、令和４

年 12月 2日より、新コースが創設されるなどの変更があり

ましたのでご紹介します。申請をご検討の際は、弊所にご

相談ください。 

 

◆「事業展開等リスキリング支援コース」の新設 

本助成金は、新規事業の立ち上げなどの事業展開等

に伴い、新たな分野で必要となる知識および技能を習得さ

せるための訓練を実施した場合に、訓練経費や訓練期間

中の賃金の一部を助成するものです。 

対象事業主は、①既存事業にとらわれず、新規事業の

立ち上げ等の事業展開に伴う人材育成に取り組む事業主

（例：新商品や新サービスの開発、製造、提供または販売

を開始するなど）、②業務の効率化や脱炭素化などに取り

組むため、デジタル・グリーン化に対応した人材の育成に

取り組む事業主です（例：ＩＴツールの活用や電子契約シス

テムを導入し、社内のペーパーレス化を進める）。 

支給対象となる訓練は、①企業において事業展開を行

うにあたり、新たな分野で必要となる専門的な知識および

技能の習得をさせるための訓練、もしくは②事業展開は行

わないが、事業主において企業内のデジタル・デジタルト

ランスフォーメーション化やグリーン・カーボンニュートラル

化を進めるにあたり、これに関連する業務に従事させるうえ

で必要となる専門的な知識および技能の習得をさせるた

めの訓練等です。 

経費助成率は 75％（中小企業の場合）、賃金助成額は

１人１時間あたり 960 円（中小企業の場合）です（助成限度

額あり）。 

 

◆「人への投資促進コース」の改正（助成率の引上

げ等） 

本助成金は、デジタル人材・高度人材を育成する訓練、 

労働者が自発的に行う訓練、定額制訓練（サブスクリプショ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ン型）等を実施した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃

金の一部等を助成するものです。今般、①助成限度額の

引上げ、②定額制訓練の助成率の引上げと対象訓練の

緩和、③高度デジタル人材訓練の支給対象訓練の追加

等がされました。 

 

 

 

◆冬は労働災害が多発する季節 

 冬期は、凍結による転倒、自動車のスリップや視界不良

による交通事故、除雪・雪おろし作業に伴う墜落・転落・腰

痛、暖房器具等による一酸化炭素中毒など、特有の労働

災害（冬期型災害）の発生が懸念されます。特に転倒災害

が多発するために、冬は労働災害が最も多く発生する季

節といわれていますから、寒さが厳しくなる前に、対策を講

じておきたいものです。 

 

◆事業場で取り組む転倒災害対策 

 まずは、職場巡視等を行って、事業所内の危険箇所を

把握・特定しましょう。 

 凍結が起こりやすいのは、駐車場、屋外通路、建物出入

口です。このような箇所には、表示などを行って危険を「見

える化」するとともに、たとえば雪や水分を拭き取るための

マットを設置するなど、対策を講じます。 

 特に危険なのは、「雪が踏み固められた箇所」です。降

雪時には、雪が積もったままにならないようにする必要があ

ります。把握しておいた危険箇所について、除雪や凍結防

止対策（融雪剤や砂の散布等）を行うことで、転倒のリスク

を減らすことが可能となります。必要な用具は早めに確保

しておくとともに、除雪作業等を行う場合の墜落・転落、転

倒、はさまれ・巻き込まれ災害等の危険性も事前に特定し

ておきましょう。 

 

◆従業員の安全意識も大切 

 冬の転倒災害は、従業員の意識によっても回避すること

ができます。水濡れをそのままにしておくことが凍結に、ひ

人材開発支援助成金に事業展開等リスキリング支

援コースが新設されました！ 
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「共に成長し、共に発展する」喜びを見つけ、信頼関係を大切にしています。 

 

「冬季型災害」に気をつけよう！冬の転倒災害防止 
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いては転倒事故につながりますから、４Ｓ（整理・整頓・清

掃・清潔）を徹底し、水濡れはすぐに拭くように意識づけし

ておきましょう。また、滑りにくい靴を履く、時間に余裕を持

った行動を心がけ小さな歩幅でゆっくりと歩く、転倒時の怪

我を軽減するために両手はあけておくなど、「冬の歩き方」

について注意喚起するのも有効です。 

 事業所全体の安全に対する意識を向上させることにより、

冬の労災事故の防止に努めましょう 

 

 

 

 

厚生労働省から、「令和３年パートタイム・有期雇用労働

者総合実態調査の概況」が公表されました。この調査は、

パートタイム・有期雇用労働法の施行後の状況を明らかに

することを目的として実施されるものです。調査結果のポイ

ントは次のとおりです。 

 

◆事業所調査 

○企業におけるパートタイム・有期雇用労働者の雇用状況 

パートタイム・有期雇用労働者を雇用している」企業は

75.4％となっている。そのうち「無期雇用パートタイムを雇用

している」企業は 51.4％、「有期雇用パートタイムを雇用し

ている」企業は 27.1％、「有期雇用フルタイム」を雇用して

いる企業は 23.2％となっている。 

○パートタイム・有期雇用労働法の施行による待遇の見直

し 

 同法が施行された令和２年４月（中小企業は令和３年４

月）以降のパートタイム・有期雇用労働者と正社員の間の

不合理な待遇差の禁止の規定への対応をみると、「見直し

を行った」企業の割合が 28.5％、「待遇差はない」が 28.2％

となっており、合わせて６割近くになっている。一方、「見直

しは特にしていない」企業の割合は36.0％となっている。 

また、「パートタイム・有期雇用労働者の待遇の見直しを

行った」企業については、見直した待遇の内容は「基本

給」が 45.1％と最も高く、次いで「有給の休暇制度」が

35.3％となっている。 

 

◆個人調査 

○自身と業務の内容および責任の程度が同じ正社員と比

較した賃金水準の意識 

 「業務の内容及び責任の程度が同じ正社員がいる」パー

トタイム・有期雇用労働者の賃金水準についての意識は、

パートタイム・有期雇用労働者計でみると「賃金水準は低く、

納得していない」が45.0％と最も高くなっている。 

○自身と正社員との待遇の相違についての説明要求の有

無及び結果 

 令和２年４月（中小企業は令和３年４月）以降の自身と正

社員との待遇の相違の内容や理由について、「説明を求

めたことがある」パートタイム・有期雇用労働者は 15.1％で

あり、そのうち「説明があり納得した」割合は79.7％である。 

 

 

 

 

厚生労働省は令和４年11月28日、賃金のデジタル払

い（資金移動業者の口座への賃金支払い）を可能とする

「労働基準法施行規則の一部を改正する省令」を公布しま

した。 

給与の振込先が拡大されるのは25年ぶりで、企業は、

労使協定を締結したうえで労働者から同意を得れば、厚

生労働大臣の指定を受けた資金移動業者の口座への資

金移動による賃金支払い（賃金のデジタル払い）ができる

ようになります。施行は令和５年４月１日で、同日から資金

移動業者の指定申請を受け付けます。 

 

◆指定資金移動業者の破綻時には保証機関により労

働者に口座残高の弁済が行われる 

改正省令では資金移動業者の指定要件について厳しく

定められており、賃金デジタル支払いはこれらの要件に係

る措置が講じられた資金移動業者の口座に限り認められ

ることとなっています。口座残高の上限を100万円とし、口

座残高が100万円を超えた場合、その日のうちに100万

円以下にする仕組みが必要です。また、指定資金移動業

者の破綻時には、指定資金移動業者と保証委託契約等

を結んだ保証機関により、労働者と保証機関との保証契約

等に基づき、労働者に口座残高の弁済が行われることとな

っているため、破綻したときの全額返済に向け、保証機関

と契約しておく必要もあります。 

 

◆労働者の同意を得る際の留意事項 

企業が賃金のデジタル払いを実施するには、労働者の同

意が必要です。その際に用いられる様式例を通達の別紙

で提示しています。 

 

 

 

 

 

 

黒柴 夢ちゃんから一言 

みなさん、こんにちは。 

 

２０２３年の干支は「卯」です。 

               安全の象徴という意味も込められて 

              いるそうですが、やはりウサギの特徴 

といえば跳躍力。 

              是非、飛躍の年にしたいですね。 

               

        本年もどうぞよろしくお願いいたします。 

企業の36.0％が「見直しは特にしていない」～パート

タイム・有期雇用労働者総合実態調査 

賃金のデジタル払いを可能にする改正省令が公布さ

れ、同意書の様式例も公表されました 


